様式第１号（第６条関係）
年　　月　　日　
大野市長　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　話

大野市老朽危険空き家等除却支援事業補助金交付申請書

みだしの補助金を交付されたく、大野市老朽空き家等除却支援事業補助金要綱第６条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
	空家等の所有者
	

	空家等の所在地
	
（所在地番）大野市

（住　　所）大野市


	空家等の区分と
補助上限額
	□老朽危険
空き家
	□ 特定空家等(住宅)
□ 特定空家等(非住宅)
□ 不良住宅(住宅）
	加算有
加算無

	□ 上限100万円

	
	
	
	加算無
加算無

	□ 上限50万円

	
	□準老朽危険空き家
（昭和５６年５月３１日までに着工又は
建築された木造の空家等に限る。）
	加算有
加算無

	□ 上限60万円

	
	
	加算無
加算無

	□ 上限30万円

	補助事業の着手及び
完了予定年月日
	着手　　　　　　　　　年　　月　　日　
完了予定　　　　　　　年　　月　　日　

	補助対象経費
	円（消費税及び地方消費税を含む。）

	補助金交付申請額
	円（1,000円未満端数切捨て）

	備　考
	



 
注）１　不良住宅若しくは準老朽危険空き家である場合には、「住宅の不良度の測定基準」に従い調査を実施する。
２　補助金の額は、老朽危険空き家等の解体撤去に要する経費の額に３分の１を乗じて得た額とする。
（１，０００円未満端数切捨て）
３　申請者は、大野市暴力団排除条例（平成２３年条例第１４号）第２条第１号に掲げる暴力団又は同条第２号に掲げる暴力団員でない者とする。
添付書類
(1) 大野市老朽危険空き家等除却支援事業実施（変更）計画書（様式第２号）
(2) 位置図
(3) 現況写真
(4) 解体撤去工事に係る見積書（内訳明細の付いたもの）の写し
(5) 補助対象事業に係る老朽危険空き家等に関する建物の全部事項証明書又は固定資産課税台帳記載事項証明書
　　（登記又は課税がない場合、所有権があったことを証する書類）
(6) 補助対象事業に係る老朽危険空き家等の所有者とその敷地の所有者が異なる場合は、当該敷地の所有者を示す書類
(7) 申請者が大野市老朽危険空き家等除却支援事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第４条第１項第１号イに掲げる者である場合は、相続人であることを証する書類
(8) 要綱第４条第１項第１号イに掲げる相続人が複数ある場合は、申請者になる代表者が責任を持って事業を実施することを確約する書類
(9) 申請者が要綱第４条第１項第１号ウに掲げる者である場合は、当該委任を証する書類
(10)補助対象事業に係る老朽危険空き家等が数人の共有に属する場合は、その共有者全員の同意を証する書類
(11)納税証明書
(12) 要綱第５条第２項第５号に該当する場合、加算要件を満たすことを確約する書類
(13)前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

様式第２号（第６条、第８条関係）

大野市老朽危険空き家等除却支援事業実施（変更）計画書

１　老朽危険空き家等の除却事業の概要
	空家等の所有者
	

	空家等の所在地
	
（所在地番）大野市

（住　　所）大野市


	施工業者
	住　所
	

	
	事業者名
（代表者）
	

担当者名（　　　　　　　　　）

	
	電話番号
	

	工事着手予定日
	　　　　　年　　　月　　　日

	工事完了予定日
	　　　　　年　　　月　　　日




２　老朽危険空き家等の概要
	延べ面積
	

	階　数
	

	構　造
	

	加算に該当する場合その要件
	□非木造である。（老朽危険空き家のみ）
□床延べ面積が２００平方メートル以上のもの
□敷地が狭あい道路沿い又は未接道であるもの
□景観形成地区内
□居住誘導区域内において、除却後の跡地活用するもの

	跡地活用する場合の具体的な計画
	□建替え居住
□跡地の売買
□地区での活用（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



３　交付申請額の算出方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　目
	事業費
	補助対象経費
	補助率
	交付申請額

	基本額
	
	
	１／３
	(A)

	補助上限額
	
	
	(B)

	今回交付申請額
	
	
	(A)若しくは(B)の何れか少ない額
	

	既交付決定額
	
	
	
	

	変更増減額
	
	
	
	


注）１　事業費には、老朽危険空き家等の解体撤去に要する経費を記載すること。
２　建物滅失登記に要する費用は、補助対象経費に該当しない。 
３　交付申請額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てること。
４　変更申請の場合は、変更前の記載内容を上段に（　）書きすること。

